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– Very high research activity に分類
される131機関は特に評価が高く、
Times Higher Education の大学世界ランキングでトップ100圏内に27機関、U.S. News のランキ
ングではトップ100圏内に22機関が名を連ねている。前述のランキングのいずれかトップ100圏内
にランクインした R⚑以外の分類の機関はハイデルベルグ大学（オハイオ州・私立）とロック
フェラー大学（ニューヨーク州・私立）のみで、それぞれ分類は Baccalaureate Colleges :



















































































































































































































また、オーストラリアのトップ層の⚘大学は Group of Eight と呼ばれ、Times Higher
























2005年より HECS に変わって、高等教育融資プログラム（Higher Education Loan Programme）
（以下、HELP）」が導入された。従来の HECS は HECS-HELP として明確にローンと位置付け
られた。HELP には次の⚓つがある。



























































































































































































































教育機関が存在するとされるが、認証機関は National Assessment and Accreditation Council
























インドでは後期中等教育（12年生）修了後、共通試験（Joint Entrance Examination、通称 JEE）
を受け、その結果によって希望する大学に進学することになる。JEE は日本のセンター試験に





































（Scheduled Caste ＝ SC）」と位置付けた。さらに、被差別カーストと同様に差別を受けてきた少
数民族や先住民族を「指定部族（Scheduled Tribe ＝ ST）」と位置付けている。政府はこれら
SC・ST の人たちに対し、社会的・経済的地位向上のために大学入試や公的機関への就職で優遇
する「留保制度」と呼ばれるアファーマティブ・アクションを実施してきている。具体的には、
SC と ST で合わせて22.5％の優先枠が割り当てられる。国会でも545議席中84席が SC、47席が
ST の指定議席となっている。さらに SC・ST に加え、これまで強い差別を受けてきたわけでは
ないものの、経済的に不利で貧困層が多いカーストを「その他後進階級（Other Backward









































8. 1. 1 基本属性
国名 人口 面積 大学数 大学生数 進学率 進学率備考




となるが、学ぶ分野や地域によって⚓～⚖年の期間になる（Universities UK, OECD より）。ま
た、修士課程は⚑～⚒年間、博士課程は⚓年以上と日本に似た体系となっている。

























「APR：Annual Provider Review」及び「TEF：Teaching Excellence Framework」の二つの枠
組みにて、教育評価が実施されることとなった。APR は2016-17年度に、TEF は2015-16年度に
試験的に導入が開始された。
◆ APR：Annual Provider Review（年次プロバイダーレビュー）





















Education Statistics Agency による中途退学者数のデータ並びに就職状況調査（DLHE：























• 学生の間での TEF の認識度はいまだ低く、一方でゆっくりとした断片的な（制度）変更が、
TEF を学生にとって理解または効果的に利用するのには複雑なものとしている。

















































































































































































































授業料 約54万円 約36万円 約18万円
入学金 約28万円 約19万円 約⚙万円
私立
授業料 約70万円 約47万円 約23万円
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